
 

 
 

 

 

   

横浜市議会 意見書 採択される 

   

地域主権会議における法務局が担う登記の事務及び権限を地

方に移管する問題について，政令指定都市として初めて横浜市議

会においても地方自治法第９９条の規程による本件権限を地方

に移管することについて反対する旨の意見書を国会及び関係行

政機関（衆議院議長，参議院議長，内閣総理大臣，総務大臣，法

務大臣及び内閣官房長官宛）に提出する意見書が全会一致で採択

されました。 

神奈川県議会ではすでに報告いたしましたとおり本議決が神

奈川県本会議において決議なされ国にたし意見書を提出いたし

ておりましたが，政令指定都市の存する各道府県においては本都

市においてもこの決議が必要不可欠であるものと考えられます。

この問題について，横浜市において反対決議がなされたことは非

常に大きく他の政令指定都市を抱える各道府県は勿論，これ以外

の市町村においても大きな影響を与えることは多大なものと考

えられます。 

詳細については以下のとおりです。 
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